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　障害福祉サービス事業等を経営する
　特定非営利活動法人の代表者　様
                                    　滋賀県健康福祉部障害者自立支援課長
　　　地方税法第３４８条の規定に基づく固定資産税の非課税対象となる
　　　団体の証明について
　地方税法第３４８条第２項第１０号の６に規定される団体が所有する固定資産であって、社会福祉法第２条第１項に規定される社会福祉事業の用に供する固定資産については、地方税法第３４８条第２項の規定に基づき固定資産税が非課税扱いとされているところです。
　この場合、当該固定資産を所有する団体が、地方税法施行規則第１０条の７の３第１項第４号に規定される団体であることについて、都道府県知事の証明を受ける必要があります。
　ついては、非課税団体の証明の発行に必要な手続きを以下に示しますので、以後の事務処理に遺漏のないよう願います。
記
１．証明の対象となる団体
認知症である老人、身体障害者、知的障害者若しくは精神障害者又はこれらの者、身体障害児若しくは知的障害児の家族その他の関係者により組織される営利を目的としない団体で、障害福祉サービス事業、移動支援事業および地域活動支援センターを経営する団体
２．非課税団体の証明の発行に必要な提出書類
別紙「固定資産税の非課税団体の証明にかかる提出書類一覧」のとおり
· 関係様式に係る電子データを当課ＨＰに掲載していますのでご活用ください。

（http://www.pref.shiga.jp/kakuka/e/shougai/osirase.html)
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